
























を行っている NPO（3 団体）や国際協力 NGO（2
団体）、またネットワーク組織として福島の
NPO ネットワーク（1 団体）、国際協力の NGO





















る。これと並行して、2012 年 11 月福島原発事
故後の人権状況を事実調査した、国連人権理事
会のアナンド・グローバー氏による『グローバー
























力 NGO、福島 NPO、ネットワーク NPO・NGO
へのインタビュー調査を行った。その結果、
NPO・NGO による支援活動の現状は、以下の
通りである。
①県内避難者、県外被害者・避難者を福島県内
外のNPO・NGOが支援
②状況の変化により住民の意識が変化している
③ネットワークNGOが大きな役割を果たして
いる
　○うつくしまNPOネットワーク
　○国際協力NGOセンター（JANIC）
一方、NPO・NGO が活動支援や政策提言す
る際の住民側、国側の課題は、以下の通りであ
る。
①子どもの保養や女性への支援
②住民に倦怠感がある
③NPO・NGOによる国や自治体のへの依存
④国は「支援法」を実施せず、グローバー勧告
を無視している
⑤国は人権の保護の基準を浸透させず避難者の
「避難する権利」を保証していない
⑥国は低線量被爆を過小評価し、結果的に被災
者・避難者の分断政策を行っている
⑦NGOの役割は、被災者・避難者の支援と国
へ働きかけや提言
4.あとがき―国家と市民社会の関係のあり方　
福島第一原子力発電所事故を契機に国家主導
による一方的な開発や経済成長偏重による開発
のあり方に対する批判や疑問が出され、特に福
島の乳幼児を含めた子どもや女性たち等脆弱な
立場にある人々は南の国々において強制的に
「周辺化された立場に追いやられた人々」との
共通性が見出される。ガバナンスに関わるアク
ターとして NPO・NGO を含めた市民社会の役
割は、国家や自治体ができないこれらの「周辺
化された立場に追いやられた人々」への人道的
支援を行うことである。それが、人間の安全保
障という観点から、市民社会が行う道義上・倫
理上の義務でもある。今後市民社会は、国家に
よるグローバル化を進める国々にそのような脆
弱で周辺化された人々の権利擁護をどのように
求めるのかを問いていかなければいけない。
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